
家族経営協定の今 日的意義 と

課題 に関す る研究

東北農業研 究セ ンター

川手 督也



目 次

第1章 背景と課題 1

第1節 研究の背景 1

第2節 研究の課題 と論文の構成 4

第2章 家族協定の歴史的沿革 6

第1節 親子協定の普及過程 6

第2節 親子協定衰退の要因 8

第3節1970年 代以降の取り組み 12

第4節 家族経営協定の成立過程 14

第3章 家族経営協定の全国的動向と特徴 18

第1節 家族経営協定の全国的動向 18

第2節 アンケー ト調査からみた家族経営協定締結農業経営の特徴、

締結の経緯 21

第4章 家族経営協定の実際 36

第1節 群馬県高崎市の取 り組み 36

-家 族経営協定の先駆 け-

第2節 熊本県鹿本町の取 り組み 47

-青 年農業者 による地域の変革 と認定農業者制度 との リンク-

第3節 長野県 中野市の取 り組み 72

-女 性農業者 による生活協定を核 としたパー トナーシップの確 立-

第4節 愛知県安城市の取 り組み 92

-企 業的経営におけるパー トナーシップの確立-

第5章 家族経営協定の今 日的意義 と課題 106

第1節 家族経 営協定の特徴 と親子協定 との相違 106

第2節 家族経営協定の今 日的意義 109

第3節 家族経 営協定の課題 133

引用文献 147



第1章 背景と課題

第1節 研究の背景

近年、女性や青年農業者 の地位 の向上 ・役割の明確化 な どを図 り、家族関係 における個

の確立 を通 じて経営 ・生活 の近代化を実現す る手法 として、家族経営協定が提唱 され、農

業改良普及組織(特 に生活関係改 良普及員)や 農業委員会な どの関係機 関を中心に普及推

進 が図られている(農 林水産省構造改善局長 ・農蚕園芸局長通達 「家族経営協定の普及推

進 による家族農業経営の近代化 について」1995年2月7日 付な ど)。

制度的には、農業者年金基金法 の改正 により1995年4月 か ら農地の権利名義 を持たない

女性農業者 の農業者年金への加入 の要件の1つ として家族経営協定が位 置づけられてい る。

また、1995年 度か ら、農業改 良資金の うちの部門経営開始資金(2002年 度か らは女性起業

枠)を39歳 未満、1998年 度か らは、55歳 未満の経営主または後継者の配偶者が借 り受ける

場合の要件 の1つ として、家族経営協定が位置づけ られ てい る。 さらには、2003年6月 の

認定農業者制度の運用改善によ り、実質的に共同経営 を行 っている場合、家族経営協定 の

締結等 を要件 に、夫婦等 による認定農業者の認定の共 同申請が認 め られ るようになった。

また、 「食料 ・農業 ・農村基本 問題調査会中間 とりま とめ」(1997年12,月)に おいて も、

農村における男女共同参画型社会 の形成 の観点か ら、農業経営者 としての女性の地位 の向

上 と明確化 を図 る手法 として、家族経営協定が位 置づけ られている。

さらに、男女共同参画社会基本法を受 けて定め られた 「農 山漁村の男女共同参画社会 の

形成に関す る総合 的な推進について」(1999年11月1日 付け11農 産第6825号,各 局長 ・長

官連名通知)に おいて、女性 が農林水産業 の担い手であ り,ま た,経 営者であるとい う位

置付けを明確 にす るため,家 族経営協定の締結を促進す ることとしてい る。

家族経営協定 とは、 「経営 ・生活 の 目標、役割分担や意思決定のあ り方、就業 ・生活条

件、経営委譲 など自らの経営 ・生活 に関 して世帯員相互が話 し合いに基づいて締結 した取

り決め」の ことを指すが、典型的には、社会的認知を受 け、実効性 を増す ことな どを 目的

として、①取 り決 めを文書化 し、②農業委員会な ど第3者 の立ち会いの下調印を行 うとい

うスタイルを とってい る。そのた め、地域的な運動 としての性格 を強 く有 していると言 え

る。

今 日の農政にお ける家族経営協定の取 り組みを大別す る と、次 の4つ にま とめることが



できる。第1は 、担 い手対策関連 の取 り組みである。多 くは農村女性対策 として推進 され

ているが、熊本県の ように農業後継者対策 に力点を置 くケースもみ られ る。第2は 、農業

・農村にお ける男女共 同参画関連 の取 り組冷である。第3は 、経営体育成関連の取 り組み

である。第4は 、農業者年金への女性加入や農業改良資金の うちの女性起業枠の借入な ど

制度関連の取 り組みである。

具体的な普及推進 の方法 としては、大別する と、①モデル農家3～10戸 程度を設定 し、

モデル農家 を中心 として推進 を図 る方法、②産地における生産部会な ど既存の組織 をベー

ス として、組織的圧力 な どによ り一気に推進を図る方法、③農業者年金の女性 の加入や農

業改 良資金の女性起業枠 の借入な どを契機 とした方法の3つ が考 えられ る。 この うち、今

日の取 り組みの中で最 も多いのは①である。 これ を図示する と、図1-1の とお りである。

図1-1家 族経営協定の普及推進手順

注:1)2年 度 目以 降 は組 織 の あ り方 の 見直 し ・再 組織 化 な ど。

2)推 進 組 織 を核 とし た個 別 農 家 へ の働 き か け、 セ ミナー の開 催 等 に よ る集 団 的 啓 発、 地 域 の 実 態

把 握 の た め の ヒア リン グや ア ン ケ ー ト調 査 の 実施 ・分 析 な どを含 む。

3)2年 度 以 降 は協 定 締 結 農 家 にお け る協 定 内容 の 見直 しを 含 む。

4)市 町 村 農 業 委員 な ど第3者 の 立 ち 会 い の下 で の 調 印式 。

家族経営協定の取 り組 みは、各地の園芸の産地な どをはじめ として、家族経営協定の取

り組みが広が りつつある。農林水産省経営局普及課 の調査 によれば、文書による協定締結

農家数は1996年 には5,335件 であったが、2003年 には4倍 以上の25,151件 にまで増加 して

いる。

しか し、 「法人化すれば家族経営協定の 目的は全て ク リアできる。家族経営協定は中途

半端 である」 とい う見解 に代表 され る、家族経営協定の意義 について否定的な向きも少 な

くない。 また、家族経営協定の取 り組みは、 「公的権力による私的領域への悪 しき介入」

であるとして、家族経営協定の推進 に疑問を呈す る見解 も多い1)。

しかし、後述す るよ うに、、家族経営協定を実際に締結 している経営 は、認定農業者 で

はあるが法人化 していない専業的な家族経営が多 く、現行の制度 の下では法人化にメ リッ



トを感 じてお らず、ただちに法人 を志 向 しているケースは少ない。 こうした経営が、今後

の 日本の農業の中心的担い手の一翼を担 うことは言 うまでもない。その経営や 生活の充実

・発展 を図る手法の1つ として、法人化へのスプ リングボー ドとしての役割 を含 め、家族

経営協定を位置づ けることができる。従 って、 「家族経営協定は中途半端である」 とす る

見解 は妥当 とは言 えない と思われ る。

また、家族経営協定の締結は、当然 のことなが ら、あ くまでも個々の農家の意思決定 に

よるもの として、協定の推進は図 られている。また、男女共同参画や女性 の地位 向上な ど

の観点か ら、現状の農家の家族 関係のあ り方 は様 々な問題 を抱 えてお り、同時に、家族関

係 の近代化 は、八木が指摘 しているように2)、家族経営の充実 ・発展の基礎 となる。従 って、

家族経営協定は、 「公的権力の私的領域への悪 しき介入」 とする見解 も妥当 とは言 えない

と考えられ る。

こ うした中で、家族経営協定をめぐる歴史的な経緯や今 日的意義、関連す る制度や普及

推進 のあ り方、協定の取 り組みの紹介 な どについては、一定の議論が見 られ る3)。

この うち、家族経営協定の今 日的意義や課題に関す る議論 をみ る と、利谷 は、家族経営

協定は経営 内の個人の確立 と家族農業経営の経営体 としての確 立を強調するものであり、

経営内の個人 につ いての経営に対す る寄与度を適正に評価す ることを基本 とし、労働報酬

・休 日の確保 を含む就業条件、経営 内における立場 と責任 、生涯計画を確立す ること、ま

た、財務の面 にお いて家計 と経営の分離 を徹底す ることを目標 としている と論 じている。

そ して、問題の中心は女性の経営への主体的参画を促進す る点にあるとしている4)。

宮崎お よび五條 は、利谷 と同 じ見解に立ちなが ら、農業にかかわる家族全員 を共同経営

者 として認 め合 うパー トナーシップ型 の協定がこれか らの理想型 であ り、そ うした協定に

よ り形成 され るパー トナーシ ップ経営が今後の家族農業経営の方 向である と論 じてい る5)。

また、八木は、家族経営協定は、これ までのよ うな暗黙の了解 とい う慣習的な経営の運

営か ら文書化 したルール に基づ く経営の組織運営への転換をもた らし、第1に 家族経営の

近代化 を進 め、 さらにそれ を正 当に継承 してい く手段 として、第2に 経営 のベース とな る

近代的家族関係の形成を支 える手段 として有効で ある と論 じてい る6)。

しか し、家族経営協定の実際を十分 に掘 り下げた中で の協定 の今 日的意義、課題 な どの

分析 ・考察に関す る研究は、川手7)、農林水産省農産園芸局婦人 ・生活課8)、(社)農 村生

活総合研究センター9)、(社)農 山漁村女性 ・生活活動支援協会10)、五條11)などを除いてほ

とん どない。



第2節 研究の課題 と論文の構成

以上のよ うな背 景か ら、研究の課題 としては、第1に 、家族経 営協定の全国的動向を踏

まえつつ、協定締結農家の特徴や協定締結の経緯 、締結 の内容や締結後 の経営 ・生活 の変

化 などについて、実態を掘 り下げた実証的分析 が必要 とい える。第2に 、実証的分析 の結

果 を踏まえ、家族経営協定の今 日的意義 と今後の課題 について考察を行 う必要がある。第

3に 、以上の前提 として、今 日の家族経営協定のもととなった1960年 代以降の家族協定の

取 り組みについて、今 日的視点か らの見直 しを行 う必要がある。本論文 では、この3つ の

課題について、分析 ・考察を試みたい。

本論文の構成は次の とお りである。

第2章 では、わが国における家族協定の歴史的沿革について、家族経営協定への展 開 と

い う観点か ら再検討 を行いつつ、把握 を試みたい。

第3章 では、家族経営協定の全 国的動 向について、農林水産省経営局普及課の調査お よ

び2002～2003年 に(社)農 山漁村女性 ・生活活動支援協会が実施 した全国アンケー ト調査

結果の分析 をも とに概観 したい。

第4章 では、家族経営協定の実 際について掘 り下げるた め、30年 以上の歴史を有する先

駆的な取 り組み として群馬県高崎市、今 日の家族経営協定の代表的取 り組み として、熊本

県鹿本町お よび長野県 中野市、愛知県安城市の事例 を取 り上げ、協定締結農家の特徴や協

定締結の経緯、締結の内容 、締結後の経営 ・生活 の変化 な どについて、詳細な実証的分析

を試みたい。

第5章 では、第2章 ～第4章 の分析 ・考察を踏まえ、家族経営協定の特徴 と今 日的意義、

さらには制度面を含 む課題 について考察を行いたい。

注

1)例 えば、 日本農業法学会1994年 次大会シンポジ ウム 「今 日の農業構造政策 と家族経 営

協定」にお ける総合討論(日 本農業法学会編(1995))等 参照。

2)八 木(1998)を 参照。



3)家 族 経 営協 定 の歴 史 的経緯 に関す る議 論 につ いて は 、親 子契 約研 究 会(1989)、 利 谷

(1991)、 中村(1991)等 を参 照 。

4)利 谷(1995)を 参 照。

5)宮 崎(1995)(1996)(1997)(1998)、 宮 崎 ・今 城 ・五條(1997)、 五條(1994)

(1995)(1996b)等 を参 照。

6)八 木(1998)、 八木 ・内 山 ・平 田(1998)、 八木(2001)等 参 照。

7)川 手(1996)(1999a)、 川 手 ・西 山(1998)等 参 照。

8)農 林水 産省 農 産 園芸 局 女性 ・生 活課(1998)等 参 照 。

9)(社)農 村生 活総 合 研 究セ ン ター(2001)等 参照 。

10)(社)農 山漁 村 女性 ・生活活 動 支援 協 会(2001)等 参 照。

11)五 條(2003)等 参 照 。



第2章 家族協定の歴史的沿革

第1節 親子協定の普及過程

家族経営協定の原型は、1960年 代 に、基本法農政が展 開され る中で、農業後継者対策 の

核 として各地で精力 的な普及推進 が図 られた家族協定である。 当時は協定の当事者が経営

主 と後継者 に限られ ていた こともあ り、父子契約や親子協定な どと呼ばれ ることが多かっ

た(以 下では、1960年 代の協定を、原則的に親子協定 と統一 して記す る)。 親子協定は、

農林省 の青年活動促進事業の特認事業(1963年)を 皮切 りに、農林省農政局長通達 「家族

協定農業の推進 について」(1964年)お よび全国農業会議所 「家族協定農業普及推進要

綱」(1964年 、1967年 改定)な どに基づ き市町村農業委員会及び農業改良普及等 により本

格的な推進 が図られ た。

「家族協定農業普及要綱」によれば、家族協定農業は、 「家族農業経営内において、経

営主 とその後継者 またはその他 の家族員の間に、 自由な意思にも とづいて、農業収入の分

配 を含む経営のや り方、経営 と農業資産 の移譲お よび農業生産 とつなが りをもつ生活上 の

諸事項な どについて とりきめを行 い、そのとりきめにもとづいて営む農業」 と規定 されて

いる。同要綱 によれば、協定内容 は、各種の経営協定 と生活協定 とか らなっている。経営

協定には、労働報酬協定、部門分担協定、家族協業協定(組 合契約型,法 人型)、 経営委

譲協定等が ある。 これ らの 中で、当事者、経営方針、業務分担、労働時間、報酬、損益分

担 、財産移転な どが規定 されている。生活協定には、住 まい方、食事、家事分担 、 日常家

計費、預金 口座、扶養、他の相続 人への財産分けな どの取 り決 めである。

この ように、協定内容は経営か ら相続、生活に至るきわめて多岐にわたるもの となって

いるが、実際に多 く実施 されたのは、労働報酬、部 門分担及び経営移譲 に関す る協定であ

る。また、協定 の当事者は専 ら経営主 と後継者に限定 されていた。当時の協定の締結件数

については、1964年 の農業調査に よると2,900件 であった(た だ し、労働報酬協定 と部 門

分担協定の2種 類 に限 られてい る)。 また、1967年 に1道19県 の約6万 戸の農家を対象 と

した全国農業会議所の調査に よれば、協定実施農家は、全体の32.2%、 約2万 戸にのぼ っ

ている。 この調査結果な どをもとに、1970年 代 はじめにおける協定の普及状況は、中核 的

農家を中心 として4万 戸以上が締結 しているとす る推計 もみ られ た1)。

こうした中で、制度面の成果 として、農業者年金、生前一括贈与の特例、農業後継者 育



成資金な どが制度化 され ていった。

こ うした親子協定の展開の背景 には、 当時の農家の家族構造 の変容が指摘できる。

この点について、綿谷は、親子協定の もつ意味を 「いえ」の解体 とい う歴史的過程 の中

で位置づ けてい る。 まず 、綿谷は、 「い え」 を、制度 としての 「いえ」す なわち家父長制

と、集団 としての 「い え」すなわち直系家族形態 の2つ の側面に分ける。そ して、敗戦後

にお ける民主的変革か ら高度経済成長 の影響 を受 ける過程で、まず制度 としての 「いえ」

が解体 し、ついで、昭和35年 を過 ぎて、今度は制度 と集 団の両面で 「い え」の解体が本格

化 しは じめていると捉 えてい る。そ して、親子協定は制度 と集 団のあいだのギャップを埋

めるもの として論 じている2)。

「よ り具体的にいえば、 この父子契約の発展 をつ うじて農家の家族集団は、現象的には今

までどお りの直系家族の ごとくみ えなが ら、実質的には親夫婦 と子夫婦 、この二つの夫婦

家族-核 家族-に 分化 しは じめ、両方が契約関係 で結びつ けられた複合家族集 団に移行す

る」3)

「た とえば部門分担協定のかたちで父子契約 を実施 した場合、畜産や施設 園芸な どの新 し

い経営部門が導入 され、その経営の指図が後継者 に委任 され る。だがその ような経営の指

図の早期委任 は、あえて父子契約 の実施 をまたな くて も、 さきほ ど述べた、制度 としての

「いえ」の解体のいわば 自生的な解体過程をつ うじて昭和30年 前後か らもう一般化 してき

た ものである。父子契約 は、 これ を契約 による権利義務 関係 として正式 に確認 したに過 ぎ

ない。だが父子契約 の内容 は、たんにこのような制度 としての 「いえ」の解体だけでな く、

それ以上の ものを含 んでいると思 われ る。た とえば部門分担協定や労働報酬協定の実施 を

つ うじて後継者や嫁への個人的な所得配分が認め られ ることは、直系家族 としての 「い

え」集団か ら独立 した所得獲得主体 としての、夫婦家族の集団がす くなくとも萌芽的に成

立 しは じめた ことを示唆 している。同 じことは消費生活についても指摘できる。 さきほ ど

ふれた ように後継者 の嫁が父子契約を歓迎 した理 由は、子供 をふ くめた 自分たち夫婦だけ

の消費に公然 と使 える自由なお金 を確保できるこ とで あるが、そのことは、直系家族 とし

ての 「いえ」集 団の消費生活か ら独立 して、夫婦家族集団主体の消費生活が成立 しはじめ

ることである。 それが さらに生長す ると、食生活での別かま ど、住宅の別棟要求にまで高

まるだろう」4)



綿谷の指摘す る とお り、親子協定時代 の農家の家族構造 においては、制度 としての 「い

え」す なわち家父長制 は解体 し、集団 としての 「いえ」すなわち直系家族形態は残 るが 、

夫婦単位の分節化が進んだ。 このよ うな家族 は、いわば 「直系家族形態 をそのままに して

の夫婦家族化」 と表現で きる。 こうした家族 関係 の変容 と親子協定 との関連については、

綿谷の言 うように、後継者 が親子協定を結んで得 た報酬 を貯金 して住宅の改善(「 田の字

型」住居か ら夫婦のプライバ シー の守 られる部屋 の建設 な ど)を 行 っているケースが数多

く報告 されている5)。

こ うした家族関係 の変化 のキイ ・パー ソンはい うまで もな く当時の青年農業者の リー ダ

ーで ある
。彼 らは、梶井の言 う 「"い え"の 労働力 としての存在か ら労働力主体 として 自

立 した若い息子たち」で あり、 「戦後の民主教育が育てた個 としての自立」を見ることが

できる6)。彼 らこそ高度経済成長期以降の地域農業 ・農村 を革新 した主体 であった。

第2節 親 子協定衰退 の要因

しか し、一部地域を除いて親子協定は定着に至 らず、1970年 代に入 ると関係機 関に よる

普及推進 も一旦衰退 してい く。

親子協定が全国的に十分に普及 ・定着せず衰退 していった要因 としては、①諸制度 との

不整合、②家族 内での協定 ・契約締結に対す る意識面での抵抗、③女性 を対象 としなかっ

た こと、④農業後継者 の激減 などが しば しばあげ られ る7)。

これ らの要因は定説化 してお り、実際、基本的要因としては異論をは さむ ことはできな

い と思われ る。 しか し、 ミクロな視点に立つ と、次の3つ の疑問が生 じる。

1つ 目は、普及が進 んだ地域のバ ラツキの大 きさで ある。全国ブ ロックあるいは都道府

県 レベルで見て も、市町村 レベルで見て もバラツキが大きい。

2つ 目は、いったん定着 ・普及 した地域で衰退 した理 由についてである。

3つ 目は、協定締結農家において意識面の抵抗が乗 り越 え られた理 由である。

1つ 目の疑問に関 して、久保 らは、労働市場が未展開で家族構成が複雑で多 くの傍系家

族を抱 えてい る東北地方 では、西 日本 と異な り、後継者 の極端な不足 とい う事態は起 こっ

てないため、親子協定成 立の必然性 は少ない としている8)。実際、当時、高度経済成長の影

響が農村で本格化 し出す 時期であ り、労働市場 の展開が家族構成員の結合原理 を変化 させ

ていったが、西 日本 と東 日本 とでは約10年 のタイ ムラグがある。 しか し、1964年 の農業調



査 を見る限 り、一番多いのは関東(1,430件)と なっているが、東北は関東 と九州(430

件)に つ ぎ3番 目で390件 となってお り、中四国(250件)よ りも多い。 ここで、東北の

例 として、県南部を中心 として、全県的に普及推進が図 られた岩手県の取 り組み を見てみ

よう9)。

岩手県の親子協定は、農業委員会系統 を中心に 「農家の家族 関係 を近代化 して経営権の

早期委譲 を通 じて意欲高い農業経営者 を育成 していく」 とい う観点か ら推進が図られた。

全 国農業会議所の推進要綱 の公表 を契機 に、1964年 第16回 岩手県農業会議総会 で 「家族経

営協定農業の普及推進に関する決議」が採択 され 、県下の全農業委員会が積極的 に普及推

進す ることを申し合 わせた。 こうした中で、1965年 に第1号 の締結者 として北上市の農家

が署名捺印を行 った(労 働報酬型)。 これを皮切 りに、県南を中心に普及 が図 られ、1971

年 には625戸 を数 えるに至った。その内訳 を見る と、地域的には花泉町が405件 と圧倒的 に

多 く、ついで盛岡市(62件)、 金 ヶ崎町(53件)、 大東町(17件)な どの順 となってい る。

協定の内容は生前一括贈与型が大半で625件 中386件 を 占め、ついで、部門分担型(105

件)、 労働報酬型(58件)、 小遣型(58件)な どの順 となっている。

当時、岩手県農業会議で親子協定の推進を担当 された加藤喜代 巳氏は、当時を振 り返 り

次のよ うに語ってい る10)。

「親子協定の取 り組み は高度経済成長 の影響 が農村にも波及 して顕在化 した農業後継者 問

題の対応 だったが、その根っこは新民法が浸透 し、均分相続が避 けられ なくなってきた こ

とにある。そ うした 中で、農地をあ ととりに一括相続 させることはできないか とい うこと

で取 り組み の重点 として進めた。 そのため岩 手県では委譲型 の協定が多 かったのである。

特 に花泉町では、生前一括贈与の特例措置の指導 を農業委員会 を中心に町 ぐるみで行い、

委譲型協定の推進 に顕著 な成果をあげた。

当時は、相続はまだ 「死に譲 り」が一般的であったので、親子協定の取 り組みは経験の

ない世界に新 しい方式を持ち込んだ と言 える。そ のため、親に してみれば財産 を渡 して し

ま うとどう対処 してよいかわか らない とい うケースが多 かった。そのため、委譲 した後の

不安に基づ く親子協定に対する抵抗感が生 じた。一部で言われているよ うなあ ととりの子

供 に対す る不信感 とい うことではない」。

従来の議論 の多 くは、協定の 「運動」 としての側面の認識が弱い ように思われ る。協定



の普及が進んだか どうかは、かな りの部分、運動のあ り方がポイ ン トと思われ る。

この点については加藤氏 も同様 の見解 を示 している。加藤氏は次のよ うに語 ってい る。

「岩手県 内で市町村によるバ ラツキが大 きかったのは、農業委員会の取 り組みの差が一番

大きい。 もちろん家族構造や農業経営の規模(主 として水 田面積)の 差な ども要因 として

はある。県北で協定がほ とん どみ られず県南で多いのは、そ うした要因 を背景 とした均分

相続意識の差による。また、協定を結んだ農家は規模の大 きいケースで あった。 しか し、

親子協定の取 り組みが成立 したか否かのポイン トは、市町村農業委員会の事務 局体制や会

長 、事務局長の考 え方や行動 の差 による。それは今 日の家族経営協定 に当てはまるのでは

ないか」。

2つ 目の疑問にっいては、協定を地域的な運動の性格 が強い とい う観 点か ら考えると、

普及推進 した地域で衰退 していった理由は、運動 の初期 の 目的を果た した とい うことが大

きいよ うに考え られ る。初期 の目的を果たせ ば、す なわち、親子協定=後 継者への労働報

酬 の支払や部門分担、早期経営委譲が地域の慣習 となって しまえば、新たな 「仕掛 け」を

考えていかない限 り、衰退 してい くのは妥当 と考 えられ る。

西 山は、親子協定の全 国的なモデル となった栃木県氏家町の取 り組みの追跡調査 を行 い、

協定の衰退 ・消滅 にもかかわ らず 、協定の 「精神 」は協定締結農家に引 き継がれていった

ことを明 らかに している11)。いずれ にせ よ、親子協定は、取 り組みが継続 したか衰退 したか

とい う観点だけでなく、取 り組みの衰退後を含 め実際に協定締結農家や地域 どの ような効

果 がもた らされ たのか とい う観点か らも評価 され るべ きであると思われ る。

さらに、 「勝 ち取 った」新 しい制度 との不整合が協定の衰退に拍車をかけた ことが指摘

できる12)。

この点について加藤 氏は次のよ うに語 っている。

「岩手県において親子協定の取 り組みが衰退 したのは、親子協定のね らいである老後の生

活安定や農業経営 の近代化 を目的 とする農業者年金制度ができたか らである。農業者年 金

の普及には当初大変苦労 した。労力的な問題 もあ り、農業者年金 の取 り組みの中に親子協

定をいわば吸収合併す る形で対処 した。農業者年金の経営委譲は、当初 は一括生前贈与が

義務づけ られていたため(1970年 ～1976年 、1976年 の改正で使用貸借が認 められ るように



なる)、 委譲型 の協定 と同様 の効果 を有 していた。

また、当時委譲 の方式 としては、栃木県氏家町 のスタイルが良い と思 った。氏家町のス

タイルは後継者 に対する報酬の未払 い分につ き農地の贈与を受ける とい うもので、結果 と

して段階的委譲を行 うスタイルになっている。特 に岩手県は氏家町の ように地価が高 くな

いので税金 のかか らない60万 円以内の範 囲で農地 の段階的贈与が可能なた め有効 と思った。

しか し、 この方式 はスター ト時の農業者年金 と齪酷が生 じ、断念 した経緯がある」。

興味深いこ とに、普及推進 が衰退 した時期 に、農業後継者への労働報酬の支払や部門分

担、早期経 営委譲 は、農業後継者 の確保 ・育成方策 として、各地で 「慣習化」がは じまっ

てい る。

そ もそ も、親子 協定は、見方 を変えると、わが国で協定が取 り組 まれ る以前か ら自然発

生的に農業者 、特に親子協定にお けるキイ ・パー ソンである青年農業者 によ り"発 明"さ

れた後継者 への労働報酬 の支払や部門分担、早期経営委譲な どを明確化 して、地域的に普

及推進 を図 る取 り組みであった といえる。実際、戦後に入 り、農協青年部 などによ り 「た

だ働 き解消」運動や農休 日の設定な どが各地で展開 されてい る。

30年 以上の協定の取 り組みの歴史を持つ群馬県高崎市を例に取 ろ う。初期の取 り組み の

中心の1人 であった塚越敏生氏(高 崎市 の初代の家族協定農業研究協議会会長)は 、戦後、

農民運動 の青年 リーダー として活躍 したが、当時 を振 り返 り、次 のように語 っている13)。

「太平洋戦争に応召 され、敗戦後 アメ リカ軍の収容所生活において、給料制、休 日を与え

られ なが ら民主化教育を受けた。 それまで 「鬼畜米英」 と教育 されてきたが、実際は随分

異なってお り、アメ リカは進歩 した国だ と思った。 こんな国に勝 てるはずがない とも思っ

た。1年 半ほどして帰国 し、農村 の後進性 を目の当た りにして、民主化 を図るべ く、農 業

に従事 しなが ら農民運動 に身 を投 じた。 当時は、農地解放や新憲法 ・民法の施行で、後継

者の動揺 が見 られた。そ うした 中で、ただ働 きでなく、後継者の権利の確保 の必要 を痛感

した。そのためには、一定の所得 をあげ、給料制や休 日制が必要 と考え、自ら昭和20年 代

後半か ら労働時間を決め、 日曜 日を定休 日とした農業を実践 した。休 日には家族でバスに

乗 って市内へ映画を見に行 くなどした。 このよ うに して農家は定期的休 日な どとれ ない と

い う当時の常識を仲間 とともに身 をもって反証 した。実際、その方が時間的なけ じめがつ



き、作付 けや 作業体系 ・計画をきちん と考 えるよ うになった。作業の能率が上が り、家族

の意欲 も高まった。結果 として収入 もあが った。同時に農作業時の服装に も気 をつ け、 ワ

イ シャツに背広 のズボン とい う出で立ちで・決 して野良着 は着なかった」。

なお、地域的な農休 日の設置については、農林水産省 農蚕芸局婦人 ・生活課 により実施

された 「農休 日の実施状況調査」(1992年)に よれば、興味深い ことに、1965年 以前 に開

始 し現在 も継続 してい るケースが過半数 を占めている。 この調査 は実施機関が農業改 良普

及セ ンターで あ り、数字 は生活関係改良普及員 によ り日常の普及活動の中で把握 された も

ので、制約 も大きいが、古 くか らの園芸や畜産 の産地な どで青年農業者 による運動が展開

されたことを傍証す るもの といえる。

3つ 目の疑 問については、協定=契 約に対す る抵抗感 とい う要因は一般的な説明 として

はわかるが、それだけでは協定が普及 した地域で何故受 け入れ られたのかが説明できない。

協定締結農家は、経営的 にも家族 関係 の点でも先進的 と言 えるか も知れないが、欧米人の

よ うに特別 に権利意識 の強い人々ではない。む しろ、協定そのものの受け取 り方に違いが

あるように思われ る。 この点についても、普及推進の方法の差 とい う要因が大きいのでは

ないか と思われ る。

第3節1970年 代以降の取 り組み

全般的に協定の取 り組みが衰退す る中で、1970年 代 に入ってか らも定着 ・発展 を遂げた

ケースも見 られた。その代表例 としては、家族経営協定のモデル である群馬県高崎市や北

海 道芽室町 な どの取 り組みがあげ られ る14)。高崎市の取 り組みは、後述す るように、親子協

定 としてはやや後発 であ り、現在の40歳 代の経営主夫婦が 中心 となって推進 された。現在

の経営主夫妻 が農業者 としてのアイデンティティを確 立 しなが ら、経営や生活のあ り方 を

変革 してい く取 り組 みの一環 として推進 されたため、例外的に取 り組みが形骸化 しなかっ

た と考えられ る。芽室町の取 り組みは、高崎市 よ りさらに後発で あり、1978年 に農業者 の

「婦人のつ どい」 において、 「農家の主婦に小遣いを。農業後継者にも労働報酬を」 とい

う要望が出された こ とか らは じまる。 どちらの取 り組み も女性 が協定の当事者 に加 わって

いる(高 崎市の場合は途 中か ら)点 がそれまでの親子協定 と一線 を画 している。後述す る

よ うに、このことの持つ意味はきわめて大きい と考 えられ る。



しか し、今 日の家族経営協定につながる取 り組みはそれだけではない。今 日、農業委員

会 とともに協定の推進 に重要な役割 を果 た しているのは生活関係改良普及員で ある。生活

関係改良普及員 は、 この時代 に、女性農業者の地位 向上や能力開発を 目的 とした 「家族協

定的」取 り組みを各地で実施 している。

1970年 代 における代表例 としては、長野県木 島平村でのサイフ会議 の取 り組みがあげ ら

れ る15)。これは、お金 のことを言 うのは卑 しい とい うことだ とい うそれまでの常識 を破 って、

「家中が さいふの中身 を知 り合 うために、サイフの中身 を話 し合お う」 とい う運動であ り、

「さいふ会議」 とい う言葉が流行 した。 さらに、1970代 後半か ら1980年 代に入 ると、それ

まで男性 の聖域 とされた家計運営への女性の参画や 「わが家の どんぶ り勘定の解消」への

実践が 目立 ち始 めた。 この時、担 当普及員 として取 り組みを支援 した池 田玲子氏は、長野

県 中野市の家族経営協定の普及推進 にあたってもきわめて重要な役割 を果た している。な

お、中野市の協定書の多 くに年1回 の さいふ会議 の開催が盛 り込まれ てい る。

1980年 代 における代表例 としては、群馬県館林農業改良普及セ ンター における生活協定

の取 り組みがあげ られ る16)。この取 り組みは、農村女性対策が主要テーマ として、生活関係

の普及活動 を中心 に推進 された。館林農業改良普及セ ンター の取 り組み は、現在 も続 けて

い る家計管理 リー ダー養成講座をベース としているが、直接 のキ ッカケは、1979年 か ら開

催 された 「農家若妻のつ どい」に さかのぼる。 その中で、 「こづかいは月給制で もらって

い るが、 こづかい といって も食費な どに使 うのでお金 は足 りない」 「共通のサイ フは引き

出しに入れてあるのだが、何だか使いに くい」 「子供 の学校の費用な ど自分の手か ら渡 し

にくい」等 の悩み が多 く出された。その後、1984年6月 に管内の生活改善実行 グループ及

び農家若妻 グループ490人 を対象 に 「地域 に良い慣習をつ くるために」 と題 したアンケー

ト調査が実施 された。調査項 目は、①家庭 内での 自分 の立場、②家事の分担状況、③ 日常

生活 の満足度、④サイフ委譲 の現状 と意 向、⑤ 自由になるお金の範囲、⑥ こづかいの満足

度、⑦ 日常の暮 らしの決定権、⑧親夫婦 、子夫婦 との約束 ごと、⑨農休 日について、⑩産

後の休 日の取 り方等 についてで あった。 このアンケー ト調査の結果 をもとにして、女性農

業者 のみな らず、管内の農業研究団体役員、農業経営士 、4Hク ラブ等男性農業者 も交 え

て 「これか らの農家生活 を考えるつ どい」が1982年1月 に開催 された。以後、毎年1回

「つ どい」 を開催 し、第4回 の 「つ どい」が終了 した後 、多世代家族での暮 らし方に関す

る事例集 がま とめ られ、発行 され る。その後、事例集を もとに、家計管理 リーダー養成講



座や市町村 ・農業委員会 の担当者会議、4Hク ラブの会合、生活改善実行 グループ、若妻

グループ等 の会合 での話 し合 いを もつ等 、啓発活動が進 め られた。そ うした中で、管内の

ある市町村 においては、農業後継者対策 として事例集 を増 し刷 りし、いわゆる 「花嫁対

策」 として活用 された。館林農業改 良普及センターの取 り組みは、高崎市等 の取 り組み と

異な り、協定締結時の立ち会い及び 協定農家の組織化等は行われてお らず、専 ら啓発活動

に とどまっていた。 しか し、協定の内容 は、生活協定 とい う名称 にもかかわ らず、報酬 、

法人化、経営移譲 、休 日等経営に関わる問題 を含 むきわめて多岐 にわた るもの となってい

る。 この館林農業改良普及センターの取 り組みは、1991年 度以降、生活関係普及活動にお

いて専門分担制が とられ る中で、特 に農家経営担当の重点課題 として取 り上げ られた家族

のルールづ くりのモデル となった。

このよ うにして、1970年 以降、生活 関係普及活動 などにおいて、給料制や休 日制、経営

移譲、家計運営、住まい方な どにっいての家族のルール づ くりが各地で推進 されていった

17)
。 同時に、変革主体 としての女性農業者の リー ダーが育成 されていった。 こうしたことが、

今 日、家族経営協定が各地で取 り組まれ る背景 となった とい える。

第4節 家族経営協定の成立過程

家族経営協定 とい う言葉が初めて公 に用い られたのは、全国農業会議所の 「農業に就 業

す る個人の立場 と経営の確立を 目指 して」の提案(1993年)で あった。家族経営協定 とい

う言葉の発案者 は利谷信義氏 と言 われてい る。 この提案 において、家族経営協定は、かつ

ての家族協定や親子協定 と異な り、女性や若者の経営参画を前提 とし、農業に従事す る家

族構成員が相互にかけがえのない対等な仲間 として共同経営=パ ー トナー シップ型経営を

行 うこ とを 目的 とす るものであることが明示 されている。

また、 も う1つ 普及推進の重要な契機 となった もの として、 「農 山漁村の女性に関す る

中長期 ビジ ョン」(1992年)の 策 定があげ られ る。 これは、農山漁村女性の地位 の向上 ・

能力発揮 を促進 し、農林水産業 ・農 山漁村にお ける男女共同参画型社会 を形成す るための

あ り方がま とめられた ものである。その中で、役割や就業条件 を明確化 し、女性 を含む 自

立 した経営体 を確 立す る手法 として、家族員相互間の 「ルールづ くり」が提案 されてい る。

その後、農林水産省構造改善局長 ・農蚕園芸局長通達 「家族経営協定 の普及推進 による

家族農業経営 の近代化について」が1995年 に示 され、国、地方公共団体 、農業団体等 の関



係機関が連携 して家族経営協定の普及推進 を図ることとなった。 この二局長通達によ り、

農政 における家族経営協定の推進 についての制度的根拠が確立 された とい える。実際、家

族経営協定 の取 り組みは、二局長通達が示 された1995年 か ら各地で本格化 している。

ついで、 「食料 ・農業 ・農村基本問題調査会中間 とりま とめ」(1997年12月)に おいて

も、農村 における男女共 同参画型社会の形成の観点か ら、農業経営者 としての女性の地位

の向上 と明確化 を図る手法 として、家族経営協定が明記 された。

さらに、男女共同参画社会基本法を受けて定められた農林水産省各局長 ・長官の連名通

知 「農山漁村の男女共同参画社会の形成に関する総合的な推進について」が示され、女性

が農林水産業の担い手であり,ま た,経 営者であるとい う位置付けを明確にするため,家

族経営協定の締結を促進することが唱われた。

こうして農政における家族経営協定推進の制度的根拠が明確化する中、関連する補助事

業が実施されている。具体的には、①農業総合対策推進事業における家族経営協定の推進

と併せた農業経営の改善への支援、②共同農業普及事業における経営感覚に優れた担い手

の育成支援、新規就農者等に対する支援および経営参画への参画を目指す支援、③農業 ・

農村男女共同参画推進事業における地域や家族の意識変革のための啓発活動の実施等があ

げられ、これらの補助事業に基づき、各都道府県の農業改良普及組織、市町村、農業委員

会等が連携を図りながら、個別相談、研修会およびセミナー等を実施するなどの取り組み

を進めている。

また、制度面では農業者年金基金法の改正に より1995年 か ら農地の権利名義 を持たない

女性農業者 の農業者年金への加入 の要件 の1つ として家族経営協定が位置づけ られた(20

02年 からは基本的な保険料に対す る一定割合の国庫補助 に変更)。 さらに、1995年 度か ら、

農業改良資金の うちの部 門経営開始資金(2002年 度以降は女性起業枠)を39歳 未満、1998

年度から、55歳 未満の経営主お よび後継者 の配偶者が借 り受 ける場合の要件 の1つ として

家族経営協定が位置づけ られてい る。

さらに、2003年6月 には、認定農業者制度の運用改善により、実質的に共同経営を行っ

ている場合 、夫婦等 による認定農業者の認定の共同申請 が認 め られ るよ うになったが、そ

の要件 の1つ として家族経営協定が位置づけ られ ている。

その他、2001年 度以降、果実需給調整対策 において、対象生産者 を認 定農業者等 として

お り、その中に 「認定農業者 と同等の果樹農業の担い手 と認 め られる者 であって家族経営

協定を締結 し経営に参画 している配偶者」が含まれ ることとなった。



また、2001～2003年 度まで、土地利用型大規模経営促進事業 において、制度資金 を借 り

入れて農地保有合理化法人(都 道府県農業公社)か ら農地の買入れ によ り経営規模 を拡大

す る場合 に、助成金の交付 を行 う事業で あ り、青年農業者育成型(お おむね40歳 以下の認

定農業者対象)の 場合、 「夫婦間な どで家族経営協定を締結 していること」 を、交付要件

の一つ としている。

こ うした 中、家族経営協定の取 り組みが本格化 した1995年 以降、家族経営協定の締結数

は順調に増加 してお り、農林水産省経営局普及課 の調査 によれば、2003年 には、全国で25,

151件 にのぼ り、後述するように、内容的 にも先進的な締結事例 が数多 く生まれている。

注

1)市 川(1968)p50。

2)綿 谷(1968)を 参 照。

3)綿 谷(1968)p63

4)綿 谷(1968)p72～73

5)こ の点 に つい て は 、西村(1966)、 菊池(2000)、 越 智(2000a)等 を参 照。

6)梶 井(1997)p267

7)こ の点 に つ いて は、 以 下の文 献等 を参照 され たい。

親 子 契約 研 究 会(1989)、 五 條(1994)(1996)、 利 谷(1991)(1995)、 中村

(1991)、 西 山(1996)、 宮 崎(1995)

8)久 保 ・矢 田(1965)等 を参照 。

9)加 藤(1972)

10)1998年 に1月 に実施 した ヒア リング よ り。

11)西 山(1996)を 参 照。

12)こ の点 に つ いて は、 五條 満義 氏 も同様 の見解 を とって い る。 五條(1998)等 を参照 。

13)1996年2月 に実施 した ヒア リン グよ り。

14)池 田(1996)等 を参 照。

15)北 海 道 芽 室 町 にお け る協定 の取 り組 み が生 まれ た 経緯 につ いて は 、越 智(2000b)等



参照。

なお、北海道 では、1970年 代に入 り、む しろ協定の締結件数 は増加 している。1970年 以

降スター トした農業者年金受給の関係 もあ り、当時の協定の取 り組 みは、全体 としては、

経 営権の委譲が中心 となって推進 されている。以上については、杉岡(1990)等 を参照。

16)群 馬県館林農業改良普及セ ンターの取 り組み については、落合(1990)等 を参照。

17)家 族 のルールづ くりについては、大島(1992)等 を参照。なお、具体的な取組みにつ

いては、例 えば、金原 ・堤(1994)等 を参照。

18)2000年 度の農業者年金制度の改正による女性加入の意義 と対応す る家族経営協定のあ

り方 については、五條(1994)、 政策的インプ リケー シ ョンについての考察は、杉岡

(1997)を 参照。



第3章 家族経営協定の全国的動向

第1節 家族経営協定の全国的動向

ここで、1996年 以降実施 されている農林水産省経営局普及課 による 「家族経営協定に関

す る調査」 をもとに、全 国的な動 向を概観 しよう1)。この調査 は、今後の家族経営協定の効

果 的な普及推進 に資するため、1996年 か ら2001年 は毎年8月1日 現在、2002年 は3月31日

現在(た だ し九州 は8月1日 現在)、2003年 は6月1日 現在 における家族経営協定締結農

家数 を、都道府 県の農業改良普及セ ンターを通 じて取 りま とめた もので ある。家族経営協

定については、家族 内での約束事であ り、行政部局が正確な数値 を一律 に把握することは、

その性格上極 めて困難 であ り、本調査は、都道府県の改 良普及員が活動対象 として把握 し

ている家族経営協定締結農家のデータを基本に集計 した ものである。文書による締結農家

数 の把握 において も逐一文書の閲覧 を求めた把握 でなく、農家 と改良普及員の信頼関係 の

中で把握 した数値 である。従 って、農業改良普及セ ンター管 内農家の締結農家 を全て把握

したもの とはな らない と考 えられ る。 このよ うに制約の多いことに注意 しなが ら、分析 を

試みたい。

同調 査 に よれ ば 、文書 に よる家族 経 営 協定 締結 農 家 数 は 、2003年 は、25,151件 で 、1996

年 の5,335件 か ら約4.7倍 増加 した 。

この うち 、法 人経 営 は452件 で全 体 の1.8%と 少 ない 。 ま た、認 定農 業者 は17,810件 で 、

全 体 の70.8%に の ぼ って い る。

地域別 にみ る と偏 りが顕 著 で、 九州 が 最 も多 く(7,695件)、 つ いで 関東(6,873件)、

北海 道(3,759件)の 順 とな って い る。 増加 率 は 、 北海 道 を除 き、 いず れ の地 域 で も著 し

い が、 増加 数 は九州 が7,176件 増加 と最 も多 く、 つ い で 関東 が5,883件 の増加 とな って い

る(表3-1)。

これ をさらに都道府県別 にみ る と、締結件数 と増加 率か ら次の3タ イプに分類が可能で

ある。

第1は 、 もともとの件数 は多いが横這いの都道府県で、北海道や群馬県の2つ があげ ら

れ る。両県は、親子協定以来の取 り組みが多い地域で あ り、いずれ も一時減少 してい るが、

これ は、協定締結年次の古い農家 における後継者 の農外就 業、離農等が原因 とされ る。

第2は 、件数が多 く、急増 してい る都道府県で、熊本、福岡、大分、長野、栃木な ど多



くの県が あてはま る。 これ らの地域は、1990年 代半ばか ら新 しい取 り組 みを行 った地域で

ある。

表3-1地 域別家族経営協定締結数の推移(単 位:件 、%)

注:農 林水産省経営局普及課調べ(表3-2～4も 同じ)

第3は 、件数が少な く、増加率 も低い都道府県で、東京、大阪、福井、兵庫、石川 な ど

があげられ る。

ここで、参考まで、やや強引だが1964年 の農業調査の数字 と比較 してみ よう。約30年 の

間にシェアが大き く変わっていることがわかる。特に、九州お よび北海道な どで増加が著

しい(表3-2)。

表3-2協 定 締 結 数 の 変 化
-家 族協定と家族経営協定の間-

(単位:戸)

注:1964年 の数 字 は 、 農 林省 「昭 和39年 度 農 業 調 査 報 告 」

よ り とっ た 数 字 で あ る。

2003年 の数 字 は表3-1に 同 じ。

経営類型では、単一経営が66.7%と 多 く、内訳 をみ ると、野菜単一(17.9%)、 果樹単

一(11 .5%)、 畜産単一(11.2%)、 水稲単一(9.2%)畑 作物単一(8.9%)等 の順 と

なっている。1996年 以降の推移をみる と、果樹単一、野菜単一、複合経営等でシェアの増

加が大 きく、畑作物単一、畜産単一等で減少 している。 これは、最近の家族経営協定の取

り組みが、主業農家 の多い園芸等の産地 を中心に進 められていること、北海道 の協定締結



数 に 占めるシェアが減少 して こと(特 に畑作物単一のシェアの減少 に影響)に よる(表3

-3) 。

表3-3協 定締結農家の経営類型の推移(単 位:%)

注:「畑作物」とは、麦類、雑穀 、芋類、豆類、工芸作物等をいう。

単一経営農家とは、農産 物販売金額1位 部門の販売金額が総販売金額の8割 以上を占める農家を言う。

準単一経営農家とは、農産物販売金額1位 部 門の販売金額が総販売金額の6割 以上8割 未満の農家を言う。

複合経営農家とは、農産物販売金額1位 部門の販売金額が総販売金額 の6割 未満農家を言う。

締結の結者 間の関係では経営主-配 偶者 が半数 を占め、経営主-配 偶者-息 子(娘)、

経営主-配 偶者-息 子(娘)-配 偶者な どの順(2002年)。 増加率は、経営主-配 偶者

で顕著であ り、経営主-息 子(娘)は シェアを大きく減少 してい る(表3-4)。

表3-4協 定 を取り決めている家族の範囲の推移(単 位:%)

締結の内容では、労働時間 ・休 日(83.8%)、 経営 の方針決定(83.3%)、 農業面の役

割分担(72.9%)、 労働報酬(72.1%)な どの順 となっている。一部に生活面の役割分担、

社会 ・地域活動への参加 、さらには、移譲者の扶養、資産の相続 、育児の役割分担な ども

見 られる。平均取 り決 め事項は約5つ となっている。

1996年 以降の推移をみ ると、多 くの項 目で選択 される割合が多 くなっているが、特に、

労働時間 ・休 日、経営の方針決定、農業面の役割分担、労働報酬、生活面の役割分担な ど

で割合が大 きくなってお り、逆に、経営委譲、資産の相続で少な くなっている(表3-

4)。 また、締結数 も2～3項 目か ら5項 目以上に増 えてい る。 これは、1996年 段階では、

親 子協定以来の経営主 と後継者の間での経営委譲な どを中心 に限 られた内容のタイプの協



定が中心であったのが、 しだいに、労働報酬や休 日 ・労働時間の就業件や役割分担な どを

中心 としてその他の項 目も加わった よ り広範な締結 内容 の新 しい タイプの協定の取 り組み

に変 わって きていることに起因す る と考え られ る。

表3-5協 定において取り決めている内容の推移(複 数回答)(単 位:%)

注:2002年 において、次のとおり取り決め内容を変更。

①労働時 間と休 日を統合。また、移譲(老 後)の 扶養(金 銭的なもの)と移譲者(老 後)の住居 ・生活を

統合し、移譲者(老 後)の 扶養(居 住 ・生活 ・介護等)へ 変更

②結婚後の住居・生活の仕方を廃止

③労働衛生 ・健康管理、社会・地域活動への参加 、育児の分担を追加。

また、農業者年金関連 の家族経営協定の数は、2003年 で2,742件 で全体の10.9%に あた

る。 ただ し、新規加入者は、平成12年 度以降の制度改正 に伴い、大幅に減少 している。農

業改良資金 の部 門経営開始資金あるいは女性起業枠は、わずか55件 で全体の0.2%に とど

まっている。

なお、一般に、農業者年金加入 な ど制度関連 による家族経営協定の締結は形式だけのも

のにな りやすい といわれ るが、 この点にっいては後述す る。

締結時期 と見直 し状況については、2002年 の調査結果では、締結時期は、1999～2000年

度 が最 も多 く(6,384件)、 ついで、1998～1999年 度(5,470件)、2001年 以降(5,134件)、

1997年 度以前(4,587件)の 順で、大半が最近の締結であることがわかる。協定の見直 しに

ついては、1,376件 と全体の約8%と なっている。

第2節 アンケー ト結果から見た家族経営協定締結農家の特徴、締結の経緯

1.ア ンケー ト調査の 目的 と調査対象者



本節では、家族経営協定の取 り組みのグ レー ドア ップおよびパー トナーシ ップ経営の実

現、 さらには、経営発展に向けた課題 を摘出す るため実施 した、家族経営協定 に関す るア

ンケー ト調査結果 を基 に、家族経営協定 の推進状況、特に、協定 を締結 した農業経営の特

徴お よび協定締結 の経緯、締結後 の変化 について考察を試みたい。

アンケー ト調査 の実施時期は、2002年10月 ～12月 お よび同年12月 ～2003年2月 である。

調査対象者は、家族経営協定を締結 している農業者470人 で、経営上の立場 による協定

の効果の相違な どに配慮 して、1都 道府県 あた り、経営主お よび経営主 の配偶者各3名 、

後継者お よび後継者の配偶者各2名 を対象 とした。調査対象者 の選択お よび配布 は、各都

道府 県の農業改良主務課 を通 じて依頼 し、回収は、調査対象者か ら、直接、(社)農 山漁

村女性 ・生活活動支援協会あて郵送で返送する方法をとった。有効回答数は358件(76.2

%)で あった。

調査項 目は、フェースシー トの他、経営の概況、経営の意思決定、協定締結の経緯 と実

際、効果、今後の意向な ど34問 にのぼる2)。

2.回 答者 の属性

回答 者 の属性 をみ る と、経 営 上 の位 置 づ けは、 経営 主39.7%、 経 営主 の配偶 者31.5%、

後継 者16.9%、 後 継者 の配偶 者9.0%、 経 営主 の 父1.1%、 経営 主 の母1.4%、 そ の他0.

3%で あっ た。平 均年 齢 は 、経 営主50.8歳 、経 営 主 の配偶 者49.7歳 、後継 者28.7歳 、後 継者

の 配偶 者31.1歳 、経 営主 の父62.5歳 、経 営 主 の母61.0歳 で あ った。 性別 は、 男性53.2%、

女 性46.7%で あ った。年 齢 は 、30歳 未満15.9%、30歳 代18.4%、40歳 代18.2%、50歳 代6.

0%、60歳 以 上10.3%と な って い る。

自家農 業 従事 日数 は、150日 以 上 が90.2%に の ぼ り、 回 答者 の ほ とん どが 、農 業 を 自分

の仕 事 と してい る こ とが わか る。

同居人数 は、6人 が23.2%と 最 も多 く、つ いで 、4人(19.0%)、5人(17.4%)と な

って い るが 、5人 以上 で は67.9%に もの ぼ り、世 帯構 成 は 、多 世代 同居 が多 い こ とを示 し

て い る。

1.家 族経営協定を締結 した農業経営の特徴



アンケー ト調査結果か ら浮かび上がって くる家族経営協定を締結 した農業経営の特徴 を

一言で表現すれば、いわゆる先進 的で専業的家族経営 といえる。

主な作 目については、施設野菜が18.4%と 最 も多 く、ついで、果樹(17.3%)、 水稲

(16.8%)、 花き(12.8%)、 酪農(9.6%)な どの順 となっている。

年 間農産物販売金額については、1千 万～2千 万 円が最 も多 く、39.9%を 占めるが、1

千万円以上で75.1%、3千 万円以上で18.2%、5千 万円以上で も8.7%と 、 ビジネスサイ

ズは大 きい。

雇用 につ いて は 、 「臨 時雇用 」 の みが47.2%と 最 も多 く、つ い で、 「雇 用 な し」 が34.6

%と な ってお り、 「常 時雇 用 がい る」 とす る回答 の割 合 は17.0%に とどま る。

税務 申告 につ い ては 、青 色 申告 が87.1%と 大 半 を 占めて い るが 、法 人経 営 は7.3%と と

少 な い。 ま た、 法人 化 へ の意 向 につ いて も、 「考 えてい る」 とす る回答 の割合 は24.4%と

約1/4に と どま って い る。

認定 農 業者 につ いて は 、83.1%が 受 けて い る と回答 して い る。

農 業者年 金 につ いて は 、加入 者 が 「家 族 に い る」 とす る回答 の割 合 は 、53.5%と 半数 を

少 し超 え る程 度 で あ る。 この うち、 経営 主 の配 偶者 は30.4%、 後継 者 の配 偶者 は12.5%と

な って い る。

農業改良資金 については、 「借入者が家族 にい る」 とす る回答の割合は、25.0%で1/

4に とどまってい る。 この うち、経営主の配偶者 および後継者 の配偶者 は3件 を数 えるに

過 ぎない。

農業簿記の記帳については、使用 してい る簿記の種類 を複式 と答える回答の割合が58.8

%と6割 近 くを占めてい る。記帳 の程度 については、 「くわ しく記帳」が最 も多 く、53.4

%と 過 半数 を占めている。 さらに、経営のまとめ方については、 「各部門毎の収支 ・所得

等 を詳 しく計算す る」 との回答の割合が59.4%と6割 を占めてお り、全体 として、計数 管

理 が一定水準以上進んでいることが伺われ る。

農作業 日誌 の記録については、 「作業名 ・投入資材のみ記録」が36.0%と 最 も多 く、つ

いで、 「作業名のみ」が25.8%で 、 「作業担当者 ・投入資材 ・作業時間まで記録」 とす る

回答 の割合は23.2%に とどまるが、 「つけていない」 とす る回答 の割合 は12.2%で 、作業

日誌 の記録 も一定水準以上であることが示唆 され る。

中長期 の営農計画については、 「家族で話 し合い、立ててい る」 と回答する割合が56.3

%と 過半数 を超 えてお り、 「たてていない」 とす る回答 の割合は17.0%に とどまるが、 中



長期の営農計画をたてている経営の うち、 「文書化 まで してい る」 とす る回答は25.1%と

1/4に 過 ぎない。

農業経営のビジ ョンや 目標につ いては、 「あるが家族 の間で明確化 していない」 との回

答が最 も多 く46.9%を 占めるが、 「あり、家族の間で明確 にしてい る」 との回答 の割合 も

41.2%と 拮抗 してお り、 「特にない」 とす る回答の割合 は11.9%と 少 ない。

以上か ら、計数管理 については一定水準以上に進んでお り、農業経営の ビジ ョンや 目標、

中長期の営農計画 については、たて られているが、家族 の間で明確に されているか とい う

と、必ず しもそこまではいってい ない とい う農業経営の姿が浮かび上が ってくる。

3.意 思決定の構造

経営の意思決定 については、全体 としてのや り方 と具体的な意思決定場面の21項 目につ

いて尋ねた。全体 としてのや り方は、 「経営の中心 となる人が決めるが、大事なことは家

族で相談 して決 める」 とする回答の割合が53.9%と 最 も多 く、 「経営の 中心 になる人が決

める」 とす る回答の割合は、8.9%と1割 に満たず、ある程度分権的な意思決定構造 にな

ってい るこ とが伺われ る。

個別にみていくと、経営主が意思決定の中心 となってい る場合が多い。 「経営主本人が

1人 で決 める」 とす る回答 の割合は、特に、 「飼料 ・肥料 ・農薬の種類 と使用量の決定」

(33.1%)、 「請求元への支払時期の決定」(23.4%)、 「機械 ・機具の種類 ・型式の決

定」(25.2%)、 「機械 ・機 具の購入 に関す る交渉」(25.0%)で 、2割 を超 えている。

しか し、最大でも3割 を超 える程度であ り、具体 的な場面で も、 ある程度分権的な意思決

定構造になってい ることが裏付 け られ る。また、 「毎年 の営農計画」、 「毎 日の作業計

画」、 「新 しい部門の導入」、 「作業 の質 と量の決定」 、 「作業方法の決定」、 「作物 ・

家畜の栽培 ・飼養管理」で、家族で分権的に意思決定を行 うとす る回答の割合が半数 を超

えている。

また、 「経理」や 「雇用 の管理」、 「雇用者 の求人 ・人選」 の3項 目において、経営主

の配偶者が意思決定の中心になっていることが示 され、財務 管理や雇用管理面が女性 の責

任分担 として進んでいることを示唆 している。

なお、後継者お よび後継者の配偶者が、意思決定の中心 となっている項 目は見あた らな

かった。



4.協 定締結の経緯

家族経営協定締結の経緯については、農業改良普及センターのすす めなどをキ ッカケに、

経 営主世代、特 に経営主の配偶者 が主導で締結 を進 め、農業改良普及セ ンターのバ ックア

ップを受けつつ、協定が締結 され る、 とい うのが基本的なパ ター ンとなってい ることが確

認 され る。

協定の締結時期は、2002年 が22.3%と 最 も多 く、ついで2001年(20.4%)、2000年(20.

4%)な どの順 となっている。1997年 以前の締結者 は、11.9%に とどまる。

協定の締結回数 は、1回 目が79.3%と 約8割 にのぼ り、2回 目が15.3%で 、3回 以上は

5.3%と わずかで ある。 これ は、協定の締結時期が最近 とい うこ ともあ り、再締結者 は少

ないことを示 している とい える。また、協定書の見直 しにっいては、現在 が最初の締結 な

ので該 当しないが71.3%に のぼってい るが、再締結者でみると、 「修正 した」が29.4%、

「追加 した」が21.8%、 「削除 した」が6.7%と 、何 らかの見直 しを したケースが6割 近

くとなってい る。

協定 の締 結者 は、経 営 上 の 立場 で は、経 営 主 が40.0%で 最 も多 く、つ い で経 営 主の配 偶

者31.7%、 後継 者16.9%、 後 継者 の配 偶者8.4%と な って い る。

協定 締結 のキ ッカケ は 、 「農 業 改 良普 及セ ンター にす す め られ て」 とす る回答 が79.3%

と約8割 に のぼ り、つ いで 、 「自 ら必 要性 を感 じて 」22.2%、 「家 族 に言 われ て 」15.0%、

「農 業 委員 会 ・農 業 委員 にすす め られ て 」11.0%、 「グルー プ活 動 を通 じて」9.5%と な

って い る。 経 営上 の立場 では 、経 営主 の 配偶者 で 「自 ら必要 性 を感 じて」 が29.1%と やや

高 く、 「家 族 か ら言 われ て」 とす る回答 の割 合 が3.6%と 特 に少 な くな って い る。後継 者

お よび 後継 者 の配 偶 者 で は、逆 に、 「自 ら必 要性 を感 じて」 と回答 す る割 合 が15.5%、9.

7%と 少 な く、 「家族 か ら言 われ て」 とす る回答 の割 合 が34.5%、29.0%と やや 高 くな って

い る。

家族 における発案者は、経営主 の配偶者が46.3%と 最 も多 く、ついで経営主 が40.7%と

なってい る。 これ に対 して、後継者お よび後継者 の妻は、2.9%、2.0%と きわめて低 く、

家族においては、経営主世代、特 に経営主の配偶者主導で協定の締結が進 められているこ

とが示唆 され る。

協定書の作成における家族での話 し合いの程度は、 「数回は話 し合 った」 とす る回答 の

割合が48.3%と 最 も多 く、ついで、 「1～2回 」が30.6%、 「何回 も話 し合 った」が16.2



%と なってお り、 「全 く話 し合わなか った」 とす る回答は3.5%と わずかであった。

協定締結 にあたって、家族以外 と相談 したか否かについては、全体の64.8%が 相談 した

と回答 し、その6割 以上が、相談 した人 として普及員 をあげてお り、協定の内容 を詰める

段階でも、普及員 の果た している役割が大 きいこ とを示唆 している。

協定書の内容作成にお ける意思決定については、 「中心的役割 を果た したか否か」 とい

う問いに対 しては、全体の68.5%が 肯定的回答 となっているが、経営上 の立場 による差 は

大 きく、経営主で8割 以上が、経営主の妻で7割 以上が肯定的回答 となってい るのに対 し

て、後継者では、4割 強、後継者 の配偶者では2割 にまで落 ち込んでい る。

協定書作成に際 して、意見 を言 ったか否かについては、全体 の85.5%ま でが、 「言 っ

た」 と答えている。 しか し、経営上の位置づけでは、後継者で77.6%、 後継者の配偶者で

は、45.2%と 回答の割合が半数に満たない。

協定書策定 に際 して希望が盛 り込 まれ ているか否かでは、全体 として、 「全部あるいは

大部分が盛 り込まれてい る」 とす る回答 の割合が80.9%に までのぼっているが、経営上の

位置づけでは、や は り、特に、後継者 の配偶者で、45.1%と 半数 を下回 り、 「特に盛 り込

みたい内容 はなかった」、 「何 とも言 えない」な どの回答 の割合が増えてお り、協定その

ものに対す る関心 の低 さが示唆 されている

締結 に至った理 由については、 「女性 の立場 を適正 に評価す るた め」が50.1%と 最 も多

く、ついで、 「後継者世代の立場 を適正に評価す るため」(46.7%)、 「経営改善の一環

として」(41.8%)、 「多世代で農業を うま くやってい くため」(37.5%)な どの順 とな

っている。経営上 の位置づけによる相違 は顕著で、経営主世代では、 「女性 の立場 を適正

に評価す るため」 が多 く、 「後継者世代 の立場 を適正に評価す るため」が半数 に達しない

のに対 して、後継者世代では、 「女性の立場を適正に評価す るため」が半数 に満たず、逆

に、 「後継者世代 の立場 を適正に評価す るため」が半数 を超 え、回答の割合の最も多い理

由 となっている(図3-1)。

5.締 結の内容

協定書の内容をきめるにあたっては、 「協定書のモデル例 を参考に修正 した」 とす る回

答が72.3%と7割 を超 え、大半のケースで、モデル例を雛形に協定に取 り組んだことが示

唆 される。



図3-1経 営上の立場別協定締結の理由

具体 的 な締結 内容 に関 して は、経 営 面12項 目、生活 面11項 目につ いて 、第1に 、 協定 に

盛 り込 まれ て い るか否 か 、第2に 、今 後 必要 か否 か につ い て尋 ね た。 回答 の割 合 が最 も多

か ったの は、 「労働 報 酬 」で92.4%に の ぼ り、 つい で 、 「農 業経 営 上 の役割 分 担 」(88.2

%)、 「休 日」(86.2%)、 「経 営 の方 針 決 定へ の参 画 の仕 方 」(80.7%)、 「労働 時

間 」(78.8%)、 「農 業 経営 の 部 門分担 」(73.3%)な どの順 とな って い る。 経 営面 で 、

盛 り込まれ て い る とす る回答 の割 合が 半数 に満 た ない のは 、 「収 益分 配 」(48.3%)、

「経 営権 の移 譲」(38 .1%)、 「農地 な ど経 営資 産 の移 譲 」(24.3%)、 「農 作 業環 境 の

整備 」(34.5%)で あ るが 、 いず れ の項 目につ いて も、今 後必 要 とす る回答 の割合 が6割

を超 えて い る。

なお 、経 営 の成 果 の帰 属 の観 点 か ら、 パー トナ ー シ ップ 経営 へ の到 達 度 を測 る指 標 と し

て 、収 益分 配 の実 施 が あげ られ るが 、協 定 に盛 り込 ん でい る とす る回答 の割 合 は 、 半数 に

少 し足 りな い。 しか し、盛 り込 ん だ理 由につ い て は、 「共 同経 営 者 で あ る こ とを適 正 に評



価す るため」 とす る回答の割合が42.0%と 最 も多い。ついで、 「経営の部門分担 を行 って

い るか ら」 が28.0%と なってお り、逆に、消極的な理由である、 「特 に理由はない」 は、

18.9%、 「農業者年金のため」は2.0%に とどま り、収益分配 を実施 している者の意識は

高い といえる。

生活面では、回答の割合が半数 を超 えるのは、 「生活 上の役割分担」(58.4%)と 「家

族での話 し合いの仕方」(52.4%)の2項 目にとどま り、経営面 に比べて生活面の協定が

進 んでいない ことを反映 している といえるが、今後 の意 向では、 「必要」 とす る回答 の割

合が、全ての項 目で半数 を超 えてい る。

ただ し、今後 の意向については、経営上の位 置づけに よる差がみ られ、全般 的に後継者

世代で、 「必要」 とす る回答の割合は少な くなる傾 向となっている。

6.家 族経営協定 の満足感 および締結後 の経営 ・生活の変化

現在の協定の満足感お よび協定締結後 の変化の認識については、全般的に高いが、変化

の認識 については、経営上の立場や締結時の話 し合い程度、中心的な役割を果た したか ど

う.かな どに よる差 が大きい。

協定の満足感 については、 「満足」あるいは 「まあ満足」 とす る回答の割合が87.8%に

のぼっている。 この点については、経営上の立場 による差は、特にみ られなかった。

協定締結の変化 については、経営面 と生活面 とを別 々に尋ねた。経営面では、 「家族 で

の話 し合いの機会 が増 えた」が39.5%と 最 も多 く、ついで、 「働 く意欲が増 した」(37.2

%)、 「経営の役割分疸 が明確 になった」(32.8%)、 「経営の方針決定への参画が進 ん

だ」(32.6%)、 「労働 時間 ・休 日面が改善 された」(31.1%)、 「(共 同)経 営者 とし

ての自覚が増 した」(30.5%)で 、いずれ も回答 の割合が3割 を超 えている。その一方で、

「特 に変化はない」 とす る回答の割合 も34.3%と1/3を 超えている。また、選択項 目数

の平均は、3.71と 、1人 あた り4項 目近 く経営面での効果 をあげてお り、協定締結 に

よる変化の多面性 と波及効果的変化 の存在 が示唆 される。ただ し、経営上の位置づけによ

る相違は大 きく、後継者世代、特 に、後継者 の配偶者で、 「特に変化 はない」 とする回答

が62.1%に 達 している(図3-2)。 同時に、締結時の話 し合いの程度が少ないほど、ま

た、中心的な役割 を果た していない場合で、 「特 に変化 はない」 とする回答の割合が高 く

なっている(図3-3～6)



図3-2経 営 上 の 立 場 別 協 定 締 結 後 の 変 化 ・経 営 面

図3-3締 結時の話し合いの程度別経営面の変化の有無



図3-4締 結時に中心的役割を果たしたか否か別経営面の変化

図3-5締 結時に意見を言う機会の有無別経営面の変化

図3-6締 結時に希望が盛り込まれているか否か別経営面の変化



生活面では、実態 として生活面 を内容 とす る協定の締結 が進んでいないことの反映 と思

われ るが、 「特 に変化はない」 とす る回答の割合が37.2%と 最 も多 く、ついで、 「家族 内

の話 し合いの回数が増 えた」(37.0%)、 「家事の役割分担が明確になった」(24.6%)、

「家事労働への家族の理解 が深まった」(24.0%)、 「家計運営な ど生活面の方針決定の

参 画が進 んだ」(20.5%)、 「自分の意見が言 えるよ うになった」(20.2%)で 回答の割

合が2割 を超えている。選択項 目数の平均は3.01で 、1人 あた り3項 目ほ ど生活面の

効果をあげていることにな り、経営面の場合 と同様 、協定締結による変化 の多面性 と波及

効果的変化の存在が裏付け られた といえる。 ただ し、経営面の場合 と同様、経営上の位置

づけに よる相違は大きく、後継者世代 、特に、後継者の配偶者 で、 「特 に変化 はない」 と

す る回答が55.2%に 達 している(図3-7)。 同時に、締結時の話 し合 いの程度 が少ない

ほど、また、中心的な役割 を果た していない場合で、 「特 に変化 はない」 とす る回答の割

合が高 くなっている(図3-8～11)。

図3-7経 営の立場別協定締結後の変化・生活面



図3-8締 結 時の話し合いの程度別生活面の変化の有無

図3-9締 結時に中心的役割を果たしたかどうか別経営面の変化

図3-10締 結時に意見を言う機会があったか否か別生活面の変化



図3-11締 結 時に希望が盛 り込まれているか否か別生活面の変化

協定締結 により 「特 に変化はない」 とす る回答の割合が、経営面 ・生活面 とも後継者 世

代、特に後継者の配偶者で高いのは、クロス集 計の結果か ら、後継者世代、特に後継者 の

配偶者で協定締結の参画の度合いが低い ことによるもの と考 えられ る(図3-12～14)。

同様の分析結果は、2000年 に(社)農 村生活総合研 究セ ンターで実施 した家族経営協定に

関す る全国アンケー ト調査の分析結果 と一致す る3)。

また、協定の締結 をきっかけ として、 自分名義の財産 を取得 したか否かについては、肯

定的な回答の割合は全体のわずか6.9%に とどま り、 しか も、約半数が、 自分名義の貯蓄

口座の取得で、協定の取 り組みが 、現状では、財産権の取得にまでは変化 を及ぼ していな

い ことを示 してい るとい える。

図3-12経 営の立場上別締結時に中心的役割を果たしたか



図3-13経 営上 の 立場 別 締結 時 に意 見 を言 う機会の有無

図3-14経 営 の立 場上 別 締 結 時 に希 望が 盛 り込まれているか



注

1)家 族経営協定 の統計的把握 としては、他 に2000年 農業センサスがあ り、統 計 としての

精度は高い といえるが、①単年度 の数字であ り経年的な動向がわか らないこと、②基本的

には、都道府県別お よび経営類型別まで しか公表 されていないことな どか ら、ここでは、

農林水産省経営局普及課の調査を用いることにす る。

2)ア ンケー ト調査結果のよ り詳細 については、川手(2003a)を 参照。

3)詳 細については、(社)農 村生活総合研究セ ンター(2000)等 を参照。


